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 売上⾼、営業利益、経常利益はいずれも過去最⾼を達成。

 営業利益率は14.0%と前期⽐0.4ポイント増。

 親会社株主に帰属する四半期純利益は、昨年に続いて政策保有株式売却による特別利益を計
上しているが、前年よりも⾦額が少なかったため、54億円の減少。
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 コンサルティングは、 DX関連案件を中⼼に国内の経営コンサル・システムコンサルがともに好調で、国内
事業ベースで10％超の成⻑。
※豪州事業の規模は約50億円（前期は20億円）

 ⾦融ITソリューションは、証券業向けが減収も、保険業向けやその他⾦融業に分類される系統⾦融機
関向けの増加により、全体としては横ばい。

 産業ITソリューションは、 DX関連案件を中⼼に国内事業ベースで10％超の成⻑。
※豪州事業の規模は約220億円（前期は約160億円）

 IT基盤サービスは、DX関連、情報セキュリティ事業の増加により増収。
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 野村ホールディングス向けは前期⽐105億円の減収。今期はこの⽔準が続く⾒込みであり、通期では
600億円程度になる⾒込み。

 セブン&アイ・ホールディングス向けは引き続き堅調に推移。

 海外事業は豪州を中⼼に増加。
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 コンサルティングは、国内、海外事業の案件増加を中⼼に増益。国内事業については、過去最⾼⽔
準の利益率。

 ⾦融ITソリューションは、減収予想の証券業向けから産業ITソリューションへの⼈員リソースシフトによ
る効果や、保険業向けを中⼼に増益。

 産業ITソリューションは、国内⼦会社における⼀部コストオーバーランがあるも、国内事業の増収効果
で増益。

 IT基盤サービスは、順調に業績が推移し増益。
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 コンサルティングサービスは、国内事業が⼤きく増加。システム開発の上流⼯程案件が伸びているため、
今後のITソリューションの業績拡⼤に期待を持っている。

※ 豪州事業の規模は、コンサルティングサービスで約110億円（前期は約75億円）、
運⽤サービスで約150億円（前期は約90億円）
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 事業拡⼤に併せ外注費が増加するも、販売管理費のコントロールはできており、増益。
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 前期、今期ともに政策保有株式の売却を実施したことにより、特別利益を計上。売却⾦額の差により、
特別損益、親会社株主に帰属する四半期純利益ともに減少。
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 現在、全体として⾮常に良い事業環境にある。

 現中計期間では⼤⼿顧客向け売上が減少したものの、産業ITソリューションや保険業へのリソースシフ
トを実施するなど着実に実績を積み上げてきた。

 来期以降、いくつかの共同利⽤型サービス新規導⼊案件の提案が実を結びつつある証券業向けが回
復し、産業ITソリューションも引き続き好調を継続する⾒通しのため、その成⻑を⽀える⼈材・リソースの
増強を計画している。
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 第3四半期までの売上⾼と、第3四半期末の受注残⾼（当期計上分）の合計は4,650億円。
-国内 引き続き好調を継続。
-海外 豪州におけるPMIの順調な進展に⾒られるように、海外事業の基盤整備は順調に

進捗するものの、外部成⻑（M&A）は期初計画通りには進んでいない。
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 次⾴にて、国内、海外を分けた受注残⾼を記載。
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●国内
 ⾦融ITソリューションの減少は、前期にあった野村ホールディングス向けの⼤型製品販売案件の反動

減であり、⾜元の受注状況やシステム開発上流⼯程の案件増加など受注残は積み上がっている。

 証券業以外の業種やコンサルティング、産業ITソリューション、IT基盤サービスでは増加しており、良
好な事業環境が依然として継続している状況。

●海外
 海外事業の減少は、当初予定していた外部成⻑（M&A）が実現しなかったことや、豪ドルに対して

円⾼が進んだ為替影響によるもの。
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 海外事業において期初時点で⾒込んでいた外部成⻑（M&A）が現時点で実現していないことによ
り、
通期の売上⾼予想を中期経営計画発表時点の⽬標値5,000億円に修正。

 海外事業の売上⾼修正のため減益影響はなく、利益進捗も順調であることから、営業利益は期初
予想通り700億円としている。



 連結売上⾼、連結営業利益の通期⾒込みは、中期経営計画策定時点の⽬標値5,000億円、お
よび700億円。ROEも⽬標値12％前後の達成を⾒込む。

 海外売上⾼は550億円へ変更。

 V2022（2023年3期）の⽬標はこれまでの説明と変更なく、営業利益1,000億円、海外売上⾼
1,000億円を⽬指す。
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 期初における⾒通しとの違いは、海外事業での外部成⻑（M&A）による事業拡⼤が現時点実現で
きていないことが主な要因。

 国内については、業種毎の凹凸はあるものの、全体としては期初の⾒通し通り堅調に推移。
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 第3四半期までの実績はインラインで進捗している。また、⾜元の事業環境は良好であり、第4四半期
も順調に進捗し、通期業績予想を達成できると考えている。
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●海外⼦会社分
＜豪州事業の受注額＞
前期 今期
約180億円 約 80億円
※前期の受注額には、M&A完了タイミングである前第2四半期末にSMS社の受注残⾼を
⼀括で取り込んだ⾦額（約100億円）を含む。
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